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要 旨：2002 年 2 月の知的障害者福祉法の改正に伴い，支援費制度が導入された．

厚生労働省は施設に対し，滞留する施設から通過する施設へとその機能・役割を
変えることを強く求めている．入所施設に対する通過施設としての機能の強化と，
具体的で効果的な支援プログラムの提供が求められる中での神奈川県横浜市のＡ
施設での実践を踏まえ，地域生活への移行のための支援システムについて展望す

る． 支援費制度は，「居宅生活支援」「施設訓練等支援」「相談支援」によって障
害者の生活を支える．「障害者基本計画」では，施設支援から在宅支援へ重点を移
していくことが明文化されている．入所施設は「真に必要なものに限定」され，
治療教育・訓練・リハビリテーションなどの高度な専門機能が求められる． Ａ

施設では，「地域生活支援部門」「施設支援部門」「相談部門」の 3 部門をおく．施
設の専門的サービスを提供する入所施設のみを施設支援部門とし，基本的な生活
支援の場を家庭，グループホーム等に置きながら日中活動やその他のサービスを
提供するものを地域生活支援部門とした．成人期知的障害者に対して，相談，面

接，検査・調査，支援プログラム作成というシステムを作り，施設支援部門，ま
たは地域生活支援部門でのサービスの提供を行なっている． Ａ施設は，日中の
作業活動と生活場面を通して作業スキルや作業態度，ＡＤＬスキルの獲得・向上
を目指して指導・援助を行なってきた．ＡＡＭＲの１０領域とＩＣＦの９領域か

ら地域生活で必要とされるスキルをリストアップし，①自立生活，②作業・就労，
③コミュニケーション，④学習・余暇に分類し，領域ごとに支援プログラムを作
成し，地域生活移行に必要なスキルの獲得に向けた支援を提供できるようにした． 
個々の対象者のニーズと提供するプログラムをどのように結びつけ，支援サービ

スの目標・内容・方法を導き出すのかをシステム化することが今後の課題である． 
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Ⅰ．はじめに  
 

2002 年 2 月 8 日に知的障害者福祉法が大幅
に改正された．それに伴い，2003 年 4 月 1 日
から支援費制度が施行され，これまでの行政措
置という措置制度から，契約に基づく支援費制

度へと移行した．障害者と事業者が個別の契約
を締結することによってサービスの提供を行
う支援費制度は，これまで利用者を収容保護す
ることに終始してきた入所施設に対し，その役

割を大きく転換することを迫る，正に入所施設
を大改革する為に導入された制度のようなも

のだと言うことができる． 
2003 年 3 月に開催された全国障害保健福祉

主管課長会議において，厚生労働省が「施設に
入所する障害者が地域での生活を望む場合に，

移行が可能となるよう施設は積極的な取り組
みを促進すること，そしてその移行努力を積極
的に進めている施設に対しては，評価する仕組
みを導入した」と説明しているように，滞留す
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る施設から，通過する施設へとその機能・役割
を変えることを国が強く求めている． 
また，山口和彦は，「入所者一人一人の障害

に応じたプログラムに基づいた支援を提供し，
地域生活への適応力を高めるとともに，地域で
の生活支援体制を整え地域生活に移行させる

ことができるかどうか」（山口 2003）が重要で
あるとして，入所施設の存在意義を，「専門的
な支援技術を確立できるかどうか」（山口 
2003）に求めている． 
一方，2002 年 12 月に発表された障害者基本

計画では，新設の入所施設については，「真に
必要なものに限定する」との整備方針が示され
た．また，同計画書の「施設等からの地域生活

への移行の推進」の項では「地域での生活を念
頭においた社会生活技能を高める為の援助技
術の確立などを検討することが必要」と記載さ
れ，支援プログラムの充実が今後の課題のひと

つであるとしている． 
この障害者基本計画が指摘している通り，障

害者福祉の現場では，地域生活への移行を目指
した理念はあっても具体的な支援・援助プログ

ラムがないというのが現状であり，日々の実践
は，個々の職員の力量や経験によってなされて
いると言える．また，このことは，10 年以上前
に藤村ら(1991)が指摘した，「アセスメントの

機能が弱いために，障害者にとって最も望まし
い生活の形態を考えることができずに，療育者
の判断や価値基準によって目標や課題が選択
されている現実」から変化していないことを表

している． 
このように，入所施設に対する通過施設とし

ての機能の強化と，具体的で効果的な支援プロ
グラムの提供が求められる中，神奈川県横浜市

の A 施設では，支援システムの構築を目指して
職員研修を行ってきた．そこで，本稿では，A
施設での実践を踏まえ，成人期知的障害者に対
する社会福祉サービスの現状を概観し，地域生

活への移行のための支援システムについて展
望する． 
 

Ⅱ．知的障害者入所施設を取り巻く現状 
 
１．支援費制度における施設支援の位置付け 

2002 年 2 月に改正された知的障害者福祉法
では，支援の種類を，(1)居宅又は地域での共同

生活を基盤とした支援を提供する「居宅生活支
援（知的障害者福祉法 第 15 条の 5）」と，(2)
知的障害者援護施設で支援サービスを提供す

る「施設訓練等支援（同法 第 15 条の 11）」の
2 種類に大別している． 

(1)の「居宅生活支援」には，①知的障害者居
宅介護等事業(同法 第 4 条第 7 項)，②知的障害
者デイサービス事業(同法 第 4 条第 8 項)，③知
的障害者短期入所事業(同法 第 4 条第 9 項)，④
知的障害者地域生活援助事業(同法 第 4 条第
10 項)が含まれる． 

(2)の「施設訓練等支援」には，知的障害者更
生施設支援・知的障害者授産施設支援・知的障

害者通勤寮支援(同法 第5条第2項)が含まれる． 
さらに，知的障害者福祉法第 4 条第 11 項に

規定されているが，支援費の支給対象とはなっ
ていない支援事業に知的障害者相談支援事業

がある． 
このように，支援費制度は，「居宅生活支援」

と「施設訓練等支援」に，「相談支援」を加え，
3 つの支援によって障害者の生活を支えていく

制度になっている． 
 
２．地域生活移行の支援システム 

2002 年（平成 14 年）12 月 24 日に閣議決定

された「障害者基本計画」の中では，「地域で
の生活を念頭に置いた社会生活技能を高める
ための援助技術の確立」を施設に対して求めて
いる．また，「入所施設は真に必要なものに限

る」とし，「生活訓練，コミュニケーション手
段の確保，外出のための移動支援など社会参加
促進のためのサービスを充実する」として，施
設支援から在宅支援へ重点を移していくこと

を明文化している． 
このような理念の明確化とともに，法制度と

しても施設生活から地域生活への移行を促す
制度になっている． 
「指定知的障害者更生施設等の設備及び運

営に関する基準（厚生労働省令第 81 号）」の第
21 条で，自立の支援と，日常生活の充実が入所
施設の役割であるとし，さらに，日常生活にお

ける適切な習慣の確立，社会生活への適応性を
高める，社会経済活動に参加することを目標と
した指導・訓練を行うことを要請している． 
これまでも，「自立の支援，日常生活の充実」

については運営の基準として明文化されてい
たが，支援費の導入に伴い，より具体的な「日
常生活における適切な習慣の確立，社会生活へ
の適応性の向上，社会経済活動への参加」が目

標項目として明示されている． 
また，支援費制度の中に，自活訓練加算と退

所時特別支援加算という制度がある． 



成人期知的障害者に対する支援システムの構築の意義と方法 

 － 79 －

この自活訓練加算とは，入所施設利用者に対
し「地域での自立生活に必要な基本的生活の知

識・技能を一定期間集中して個別指導を行った
場合に支援費に加算して施設に支払うという
制度である． 
また，退所時特別支援加算は施設退所時に円

滑に在宅生活に移行するために必要な地域と
の連絡調整を行った場合に加算するという制
度である． 
この二つの加算制度は「施設の積極的な地域

への移行努力に対する評価の仕組み」として厚
生労働省が支援費制度導入に当たって新規に
設けたものであり，施設から地域生活へと移行
することを制度として求めているものである

と言うことができる． 
さらに，施設を継続して 3 年間利用すると，

支援費制度のサービスを利用する際に利用者
が負担する利用者負担額が，大幅に増額される

仕組みが設けられている． 
このように，法制度としては，地域移行が明

確に示され，移行を積極的に努めた施設には加
算制度が設けられる一方で，利用者にとっては

長期に在籍すると負担金が順次増額されてゆ
く制度になっている． 
 
３．入所施設の役割 
障害者基本計画で，新設の入所施設について

は，「真に必要なものに限定する」と明記され
ているが，「真に必要なもの」がどのようなも
のか，その基準については，明確にされていな

い． 
藤村（1987）が指摘しているように，「障害

の状態が，在宅サービスでは対応できないほど，
重度・重症」である場合や，「集中的に専門的

方法・技術，あるいは設備がなければ効果のあ
がらぬ場合」に，「治療教育・訓練・リハビリ
テーションなどの高度な専門的機能」が求めら
れる．この専門的な機能をもち，支援サービス

として提供することが施設の役割である． 
さらに，このような専門的な機能を生かして，

知的障害者の地域生活への移行に対する支援
サービスを提供することが「真に必要な」施設

となりうるのではないだろうか． 
そのためには，施設の中でどのような支援を

提供していくのかを明確にするためのシステ
ム，及び，すべての職員が，個々の利用者のア

セスメントから，支援サービスの目標・内容・
方法を導き出すことができるようなシステム
が必要となる． 

Ⅲ．A 施設における支援サービス提供システム 
 
１．事業間の連携と支援のシステム 
支援費制度では，知的障害者に対する支援を，

「居宅生活支援」，「施設訓練等支援」，「相談
支援」の 3 つに区分している． 

A 施設では，この 3 つの支援について，それ
ぞれ「地域生活支援部門」「施設支援部門」「相
談支援部門」として事業間の連携を取っている． 

 
 
一人ひとりの障害者について，どのようなサ

ービスが適切であるのか，サービスをどのよう

に組み合わせて利用するのがよいのかをマネ
ージメントする相談支援事業を相談支援部門
として位置付ける． 
相澤ら（2003）が指摘しているように，知的

障害者の自立生活には，就労支援を中心とした
日中活動の場におけるサービスと，日常生活を
中心とした生活の場におけるサービスが継続
的に必要である．このように，支援サービスを，

「提供する場」として考えると，「日中活動支
援の場」と「生活支援の場」に区分することが
できる． 
また，障害者基本計画で，新設の入所施設は

「真に必要なものに限定する」と明記されてい
るように，現在，そのあり方が問われているの
は，生活支援の場を施設に置いている入所施設
である． 
そこで，生活支援の場において，施設の専門

的サービスを提供する入所施設のみを施設支
援部門とし，基本的な生活支援の場を家庭，も
しくはグループホームに置きながら，日中活動

やその他のサービスを提供するものを地域生
活支援部門とした． 
このように，今，目の前にいる知的障害者の

Figure.1：A施設における事業連関図
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支援に応えて行くため，相談支援部門，施設支
援部門，地域生活支援部門に属するそれぞれの

事業が，それぞれの役割，機能を発揮できるよ
うに事業間の連携を取っている． 
 
２．支援サービスの提供システム 
一人ひとりの成人期知的障害者に対して，ど

のような手続きを経て，どのような支援サービ
スを提供するのかをシステム化し，図示したも
のが Fig.２である． 
サービスの提供を必要とする知的障害者に

対して，まず，相談支援部門が相談を受ける．
相談後，対象者のニーズ，生活・経済状況など
の情報を収集するために面接を行い，支援サー

ビスの内容を決定するためのアセスメントに
必要となる検査・調査を行う．このアセスメン
トの結果から，支援プラグラムを作成し，施設
支援部門，または地域生活支援部門での支援サ

ービスの提供を行う． 
リハビリテーション医療の分野では，①デー

タ収集，②データの解釈・問題の決定(診断・評
価)，③目標設定・優先順位決定，④治療計画・

各個プログラム，⑤治療，⑥データ収集と解釈
(再評価 )という「目標に到達する」（中村 
1993）ための一連の過程が明示されている．こ
れを，成人期知的障害者に対する支援サービス

の提供に適用したものを Fig..３に示した．これ
は，Fig.２のアセスメントから施設支援部門に
おける支援サービスの提供を取り出したもの
でもある． 
また，A 施設では，2002 年度(平成 14 年度)

まで，日中は作業活動を通して，作業スキルや

作業態度の向上を目指す指導・援助プログラム
を提供してきた．また，それ以外の生活場面で

は，ADL スキルの獲得・向上を目指した指導・
援助を行ってきた． 
しかしながら，余暇に関する支援は，さまざ

まな行事において，経験の拡大を図り，社会生

活に必要なスキルの獲得を目指した企画を取
り入れることによって提供していたため，継続
的な支援は不可能な状態であった． 
また，コミュニケーションに関しても，日々

の生活の中で自然と交わされるコミュニケー 
ションに限られており，意図的な支援ができて
いなかった． 
 

 

Fig.２ Ａ施設のサービス提供システム Figure.2：A施設のサービス提供システム
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そこで，成人期知的障害者にとって，どのよ

うな支援プログラムが地域生活への移行に必
要であるかを検討した． 

地域生活で必要とされるスキルをリストアッ
プしたものに AAMR(アメリカ精神遅滞学会)
が提示した 10 領域と世界保健機関が ICF(国際
生活機能分類）の中で提示している「活動と参
加」の 9 領域がある．この 19 の領域に含まれ
る項目を分析した結果，4 つの領域に再分類で

きることが明らかとなった（Fig.４）． 
そこで，「新たに生活を豊かにし生涯発達を

支援」し生活の幅を広げることを積極的に行う
との視点に立ったプログラムを提供するため，

従来より提供されてきた①自立生活支援領域，
②作業・就労支援領域の２領域に加え，③コミ
ュニケーション支援の領域，④学習・余暇支援
の領域の２領域を日中活動の時間に割り振り，

支援プログラムを提供するという取り組みを
開始した． 
この 4 つの領域を Fig.4 に示した．①自立生

活支援領域では，食事･排泄・整容などの身辺

処理や，清掃・洗濯・調理など，日常生活に必
要な，生活に関する領域の支援を行う．②作
業・就労支援領域では，作業の技術や作業態度
など，企業・施設・作業所で行う作業活動に必

要な，作業・就労に関する領域の支援を行う．
③コミュニケーション支援領域では，行動障害
の軽減も含め，他者との円滑な社会生活を送る
ために必要な，コミュニケーションに関する領

域の支援を行う．④学習・余暇支援領域では，
余暇活動や社会資源の利用といった，幅広い社
会生活を送るために必要な，学習・余暇に関す

る領域の支援を行う． 
このように，4 つの領域に分け，それぞれの

領域ごとに支援プログラムを作成することで，
地域生活への移行に必要なスキルの獲得に向
けた支援を，幅広く提供できるようにしている． 
 

Ⅳ．おわりに  
 

A 施設では，入所施設から地域生活への移行

に向けた支援サービスを提供するために，事業
間でどのような連携を取るのか，支援サービス
をどのような仕組みの中で提供していくのか，
また，支援サービスをどうやって提供していく

のかを検討し，事業連関図を整理するとともに，
サービス提供システムを作成し，提供する支援
サービスの領域分けを行ってきた． 
現在，一人ひとりの利用者にとって適切な支

援プログラムをどのように抽出し，提供するの
かについての検討を行っている． 
個々の対象者のニーズと提供するプログラ

ムをどのように結びつけ，支援サービスの目

標・内容・方法を導き出すのかをシステム化す
ることが今後の課題であると考える． 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

自立生活支援領域
食事・排泄・整容などの身
辺処理や，清掃・洗濯・調
理など，日常生活に必要な，
生活に関する領域

作業・就労支援領域
作業の技術や作業態度な
ど，企業･施設・作業所で行
う作業活動に必要な，作業・
就労に関する領域

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援領域
行動障害の軽減も含め，他
者との円滑な社会生活を送
るために必要な，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝに関する領域

学習・余暇支援領域
余暇活動や社会資源の利
用といった，幅広い社会生
活を送るために必要な，余
暇・学習に関する領域

Figure.4：A施設のサービス支援領域Fig.４ Ａ施設のサービス支援領域 
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